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就業規則の周知性については、労務

ネットニュースＶｏｌ.４７において

も取り上げておりますが、最近新たに

周知性に関する裁判例が出ましたので

改めてご紹介致します。 

 

１ 就業規則の周知性とは 

就業規則の周知性とは従業員が就業

規則を知ろうと思えばいつでも知り得

る状態にあったことを指します。 

平成１９年に制定された労働契約法

では労働契約締結時及び労働条件変更

時に就業規則が各従業員に対して有効

になるための要件の一つとして、いず

れも労働者への「周知」を求めていま

す（労働契約法第７条、第１０条）。 

 

２ 就業規則の周知性は実はよく争わ

れる 

就業規則の周知性は実は訴訟ではよ

く争われております。しかし、労働訴

訟の大半は和解で終了するため、なか

なか裁判例には出て来ません。 

就業規則の周知性は例えて言えば

「土俵際のうっちゃり」のようなもの

です。「土俵際のうっちゃり」とは土俵

際まで相手を追い詰めたのに、あと一

歩で相手が体をひねって土俵の外に投

げ出される技を指します。比喩として

最後の土壇場で形勢を逆転させること

を指します。 

例えば、定額残業代の就業規則とそ

の運用はほぼ法の趣旨に沿って実施し

ていた為、有利に訴訟を進行していた

所、突然原告代理人が就業規則の周知

性が無く就業規則は無効であり、就業

規則に定めのある定額残業代は無効で

あると主張することがあります。就業

規則を労基署に提出することは知って

いても、就業規則には周知性が必要で

あることはあまり知られておりません。

しかも、就業規則に周知性が有ること

は会社が証明する必要があります。突

然、周知性を証明せよと言われても、

なかなか適切な記録や物証が無いこと

が多く、毎回就業規則の周知性を証明

することに苦労しております。 

 

３ Ｋ事件 

Ｋ事件（甲府地裁平成２９年３月１

４日判決）をご紹介致します。菓子小

売店店長（原告）の懲戒解雇の事案で

す。 

・原告が不在であるにもかかわらず自

分のタイムカードを部下に代理打刻さ

せていた 

・遠方の顧客に原告個人の預金口座に

代金を振り込ませていた 

・店の小口現金を私物の購入に使用し

ていた 

これだけを見ると懲戒解雇は当然で

あると思われますが、本判決は懲戒解

雇を無効と判断しました。原告が上記

不正行為を行った当時、この会社は親

会社の就業規則をそのまま流用して使

用していました（たまに起き得るケー

スです）。そのため、就業規則の存在と

周知性が問題となりました。 

（１）就業規則の存在 

就業規則については当時流用してい

た親会社の就業規則の懲戒事由は現就

業規則と同一であるから、不正行為当

時「懲戒の種別及び事由を定めた就業

規則が存在していたと評価することが

できる。」と判断しました。 

私もよく理屈がわからないのですが、
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親会社の就業規則ではあるものの、現

在の就業規則と同じ内容のものが当時

存在していたのだから就業規則が存在

していたと考えても良いとのことのよ

うです。 

（２）就業規則の周知性について 

「被告は，平成２５年１２月３１日

まではＴ規則を「就業規則」，「Ｋ」と

記載されたシールが貼付された半透明

のファイルに閉じて２号店の２階従業

員控え室にある棚に備え付ける方法に

より，被告の就業規則として周知して

いた旨を主張」しました。 

ポイントはこの「シール」なのです。

「シール」がファイルの背表紙に貼っ

てあれば、棚から就業規則の存在が確

認できるので周知していたとの主張な

のです（「シールの抗弁」と勝手に名付

けています）。私もこのような「シール

の抗弁」を労働審判で行ったことがあ

ります。就業規則について労使ともに

興味が無いと周知をしていたと言える

証拠がなかなか無く、この背表紙の「シ

ール」がポイントになるのです。 

裁判所は、以下の通り判断をして周

知性を否定しました。 

・周知性を証明する客観的証拠が無い 

・「シール」が貼られたファイルを撮影

した証拠は訴訟提起後のもので、「シー

ル」がいつ貼られたのかは不明である

こと 

・原告を雇用した際の労働条件通知書

には具体的な「具体的に適用される就

業規則名」の欄が空欄になっていたこ

と 

・「被告代表者も，被告代表者質問にお

いて，原告に対し，Ｔ規則が被告の就

業規則として適用される旨の説明はし

ていない旨述べていること」 

以上のことから、「Ｔ規則がファイルに

閉じられて２号店の従業員控え室の棚

に備え付けられていたとしても，それ

をもって従業員がＴ規則が被告の就業

規則として用いられていること及びそ

の内容を認識できたとはいえないので

あって，被告が，Ｔ規則を被告の就業

規則として用いていることについて，

従業員がこれを知ろうと思えばいつで

も知り得る状態にあったということは

できない。」として周知性を否定しまし

た。 

就業規則の周知性が否定されること

で不正行為時点の懲戒事由を定めた有

効な就業規則が無くなり、懲戒解雇が

無効となりました。明らかに従業員が

不正行為を行っていても就業規則の周

知性が無いことで懲戒解雇が無効とな

ってしまったのです。 

 

４ 実務上の留意点 

このような就業規則の周知性が争わ

れうる事案では、私どもの事務所では

懲戒解雇ではなく普通解雇を選択する

ことをお勧めしています。この事案も

普通解雇であれば有効と認められた事

案かと思われます。 

このように就業規則の周知性は、就

業規則を労基署に届けるだけでは足り

ず、会社側がいざとなれば周知性を証

明しなければなりません。実務上非常

に重要なポイントであり注意が必要で

す。また、入社時に就業規則を交付し

て受領のサインをもらう、就業規則の

置き場所を雇用契約書や給料明細に記

載するなどの方法で証明する必要があ

ると言えます。 
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